
　
　

 

税
問
合
先　

税
務
課

固
定
資
産
税

■
固
定
資
産
課
税
台
帳
（
土
地
・
家

屋
）
の
縦
覧
・
閲
覧
制
度

　

昨
年
中
に
土
地
や
建
物
に
異
動（
売

買
・
贈
与
・
相
続
・
分
筆
・
地
目
変

更
・
建
物
の
取
り
壊
し
な
ど
）が
あ
っ

た
人
は
、
縦
覧
・
閲
覧
制
度
を
利
用

し
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

※
詳
し
く
は
広
報
３
月
号
を
ご
覧
く

だ
さ
い
。

■
不
服
審
査
申
出

　

平
成
31
年
度
は
地
方
税
法
に
定
め

ら
れ
た
基
準
年
度
で
は
な
く
、
原
則

と
し
て
価
格
が
据
え
置
き
と
な
る
た

め
、
不
服
審
査
の
申
出
は
で
き
ま
せ

ん
。
地
価
下
落
に
伴
い
、
価
格
修
正

の
対
象
と
な
る
土
地
の
み
下
落
修
正

に
係
る
事
項
に
限
り
審
査
の
申
出
が

で
き
ま
す
。

受
付
期
間　

公
示
日
（
４
月
１
日
㈪

予
定
）
以
降
納
税
通
知
書
を
受
け

取
っ
た
日
か
ら
３
ヵ
月
以
内

申
出
先

固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会

（
総
合
行
政
委
員
会
内
）

■
低
所
得
者
世
帯
へ
の
固
定
資
産
税

の
減
免
制
度　

※
要
申
請

　

低
所
得
者
世
帯
に
対
し
、
固
定
資

産
税
・
都
市
計
画
税
の
減
免
制
度
が

あ
り
ま
す
。
高
齢
な
ど
で
収
入
が
少

な
い
次
の
対
象
者
が
所
有
す
る
居
住

用
資
産
の
う
ち
、
一
定
要
件
の
範
囲

で
、
土
地
・
家
屋
の
税
額
を
２
分
の

１
減
免
し
ま
す
。

対
象

次
の
要
件
を
す
べ
て
満
た
す
所
有
者

●
本
人
が
65
歳
以
上
・
重
度
の
障
害

を
有
す
る
・
寡
婦
・
寡
夫
の
い
ず
れ
か

●
本
人
お
よ
び
生
計
を
一
に
す
る
人

全
員
の
所
得
が
、
市
民
税
均
等
割
非

課
税
限
度
額
以
下
の
所
得
で
あ
る

●
本
人
が
居
住
し
て
い
る
資
産
以
外

に
土
地
・
家
屋
を
所
有
し
て
い
な
い

●
家
屋
の
延
べ
床
面
積
が
１
２
０
㎡

以
下

●
土
地
・
家
屋
の
固
定
資
産
税
（
都

市
計
画
税
含
む
）
の
年
税
額
が
10
万

円
以
下

必
要
な
物　

印
鑑
、
固
定
資
産
税
納

税
通
知
書
（
４
月
末
以
降
発
送
予
定
）

申
請　

納
期
限
（
平
成
31
年
度
１
期

分
か
ら
申
請
の
場
合
は
５
月
31
日
㈮
）

ま
で
に
税
務
課
へ

※
納
税
が
困
難
な
世
帯
の
負
担
軽
減

と
い
う
主
旨
か
ら
、
す
で
に
納
付
済

の
税
額
に
つ
い
て
は
減
免
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

法
人
市
民
税
に
係
る
開
設
届
を

　

法
人
市
民
税
と
は
、
市
内
に
事
務

所
、
事
業
所
、
寮
な
ど
が
あ
る
法
人
、

人
格
の
な
い
社
団
（
収
益
事
業
を
行

う
も
の
に
限
る
）
な
ど
が
納
め
る
税

金
で
す
。
市
内
に
新
し
く
会
社
を
設

立
し
た
と
き
、
事
務
所
な
ど
を
開
設

し
た
と
き
は
届
出
が
必
要
で
す
。（
税

務
署
お
よ
び
府
税
事
務
所
へ
の
提
出

と
は
別
に
届
出
が
必
要
）

　

法
人
市
民
税
に
は
、
国
税
の
法
人

税
額
を
課
税
標
準
と
し
て
算
出
す
る

法
人
税
割
額
と
、
資
本
金
等
の
額
と

市
内
の
従
業
者
数
に
よ
り
算
出
す
る

均
等
割
額
と
が
あ
り
、
事
業
年
度
終

了
の
日
の
翌
日
か
ら
2
ヵ
月
以
内

に
、
申
告
書
を
税
務
課
へ
提
出
す
る

と
と
も
に
、
法
人
税
割
額
と
均
等
割

額
の
合
計
額
を
納
付
し
て
い
た
だ
く

こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

※
赤
字
決
算
と
な
り
、
国
税
の
法
人

税
額
が
０
円
と
な
っ
た
場
合
も
、
均

等
割
が
か
か
り
ま
す
の
で
、
申
告
と

納
付
が
必
要
で
す
。
申
告
義
務
が
あ

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
申
告
書
の
提
出

が
な
い
場
合
、
未
申
告
法
人
と
し
て

調
査
し
、
そ
の
結
果
に
よ
り
決
定
課

税
の
行
政
処
分
を
す
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
。

　

 

国
民
年
金

問
合
先　

国
保
年
金
課

学
生
納
付
特
例
制
度

　

国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
が
困
難

な
学
生
に
、
納
付
を
猶
予
し
ま
す
。

※
過
去
２
年
分
ま
で
さ
か
の
ぼ
っ
て

申
請
で
き
ま
す
。

対
象　

学
校
教
育
法
に
規
定
す
る
大

学（
大
学
院
）、短
期
大
学
、高
等
学
校
、

高
等
専
門
学
校
、
専
門
学
校
、
専
修
学

校
な
ど
に
在
学
す
る
20
歳
以
上
で
、本

人
の
前
年
所
得
が
一
定
額
以
下（
単
身

の
場
合
１
１
８
万
円
な
ど
）
の
学
生

※
い
ず
れ
も
夜
間
部
・
定
時
制
・
通

信
教
育
課
程
含
む

申
請　

国
保
年
金
課

審
査
・
決
定　

日
本
年
金
機
構

■
承
認
を
受
け
た
期
間
は
…

●
期
間
中
に
障
害
や
死
亡
な
ど
不
慮

の
事
態
に
な
っ
た
と
き
に
、
受
給
資

格
が
あ
れ
ば
障
害
基
礎
年
金
や
遺
族

基
礎
年
金
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

●
年
金
の
受
給
資
格
期
間
に
算
入
さ

れ
ま
す
（
老
齢
基
礎
年
金
の
年
金
額

に
は
反
映
さ
れ
ま
せ
ん
）。

●
期
間
中
の
猶
予
さ
れ
た
保
険
料
は
、

承
認
を
受
け
た
月
か
ら
10
年
以
内
で

あ
れ
ば
追
納
（
さ
か
の
ぼ
っ
て
納
め

平
成
31
年
度
の
国
民
年
金
保
険
料

が
「
月
額
１
６
，
４
１
０
円
」
に

改
定
さ
れ
ま
し
た
。

る
こ
と
）
が
で
き
ま
す
。

※
承
認
を
受
け
た
期
間
の
翌
年
度
か

ら
起
算
し
て
、
３
年
度
目
以
降
に
保

険
料
を
追
納
す
る
場
合
は
、
当
時
の

保
険
料
額
に
経
過
期
間
に
応
じ
た
加

算
額
が
上
乗
せ
さ
れ
ま
す
。

■
申
請
は
お
早
め
に

対
象
期
間　

４
月
分
〜
来
年
３
月
分

必
要
な
も
の　

個
人
番
号
ま
た
は
基

礎
年
金
番
号
が
確
認
で
き
る
も
の
、

学
生
証
な
ど
学
生
で
あ
る
証
明
、
印

鑑（
本
人
が
署
名
す
る
場
合
は
不
要
）

※
平
成
31
年
１
月
１
日
現
在
、
市
内

在
住
で
な
い
場
合
は
、
前
年
所
得
を

証
明
す
る
も
の
（
課
税
証
明
書
な
ど
）

も
必
要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
。

■
前
年
度
承
認
を
受
け
、

今
年
度
も
在
学
中
の
人
の
申
請

　

承
認
に
は
毎
年
申
請
が
必
要
で
す

が
、
前
年
度
承
認
を
受
け
４
月
以
降
も

在
学
予
定
で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き

た
人
に
は
、
日
本
年
金
機
構
か
ら
ハ

ガ
キ
形
式
の
「
国
民
年
金
保
険
料
学

生
納
付
特
例
申
請
書
」
を
送
付
し
て

い
ま
す
。
引
き
続
き
在
学
中
の
場
合

は
、
必
要
事
項
を
記
入
し
返
送
す
れ

ば
、
市
役
所
で
の
申
請
は
不
要
で
す
。

【
従
来
ど
お
り
の
申
請
が
必
要
な
人
】

●
在
学
中
の
学
校
な
ど
が
変
わ
っ
た

●
前
年
中
は
一
定
額
以
上
の
所
得
が

あ
っ
た
が
、
今
は
な
い

●
申
請
書
が
届
か
な
か
っ
た

※
詳
し
く
は
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。
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後
期
高
齢
者
医
療
制
度

問
合
先

●
大
阪
府
後
期
高
齢
者
医
療
広
域

連
合
（
☎
06
・
４
７
９
０
・
２
０
３
１
）

●
国
保
年
金
課

健
康
診
査
を
受
け
ま
し
ょ
う

　

後
期
高
齢
者
医
療
の
被
保
険
者
に
、

歯
科
医
院
リ
ス
ト
と
健
康
診
査
を
無

料
で
受
診
で
き
る
受
診
券
を
４
月
下

旬
〜
５
月
上
旬
に
送
付
し
ま
す
。

※
年
度
途
中
に
新
た
に
75
歳
に
な
る

被
保
険
者
に
は
、
誕
生
月
の
翌
月
か

ら
順
次
送
付
し
ま
す
。

■
歯
科
健
康
診
査

受
診
回
数　

来
年
３
月
31
日
ま
で
に

１
回

持
ち
物　

被
保
険
者
証

受
診
場
所　

指
定
歯
科
医
院

■
健
康
診
査

受
診
回
数　

来
年
３
月
31
日
ま
で
に

１
回

持
ち
物　

受
診
券
、
被
保
険
者
証

受
診
場
所
・
申
込　

指
定
医
療
機
関

　

い
ず
れ
も
、
次
の
被
保
険
者
は
対

象
外
と
な
り
ま
す
。

●
病
院
や
診
療
所
に
６
ヵ
月
以
上
継

続
し
て
入
院
し
て
い
る

●
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、
介
護
老

人
保
健
施
設
、
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、

障
害
者
支
援
施
設
な
ど
に
入
所
ま
た

人
間
ド
ッ
ク
費
用
の
一
部
助
成

　

後
期
高
齢
者
医
療
の
被
保
険
者
が

人
間
ド
ッ
ク
を
受
診
し
た
と
き
に
、

費
用
の
一
部
を
助
成
し
ま
す
。（
年
度

中
に
１
回
の
み
）

助
成
上
限
額　

２
６
，
０
０
０
円

必
要
な
物　

人
間
ド
ッ
ク
の
領
収
書

の
写
し
、
検
査
結
果
通
知
書
の
写
し
、

被
保
険
者
証
、
振
込
口
座
（
通
帳
な

ど
）、
印
鑑

申
請　

国
保
年
金
課

※
人
間
ド
ッ
ク
を
受
診
し
た
人
は
、

申
請
ま
で
領
収
書
な
ど
を
大
切
に
保

管
し
て
く
だ
さ
い
。

は
入
居
し
て
い
る

※
退
院
や
退
所
な
ど
、状
況
が
変
わ
っ

た
場
合
は
受
診
券
を
発
行
で
き
ま
す

の
で
、
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

●
歯
科
健
康
診
査
は
、
介
護
予
防
事

業
の
口
腔
ケ
ア
な
ど
の
歯
科
保
健
事

業
の
対
象
と
な
る

介
護
保
険

平
成
31
年
度

65
歳
以
上
の
介
護
保
険
料

問
合
先　

介
護
保
険
課

■
普
通
徴
収

  

普
通
徴
収
（
納
付
書
で
の
納
付
や

口
座
振
替
）で
納
付
し
て
い
る
人
に
、

６
月
分
ま
で
の
保
険
料
額
を
記
載
し

た
介
護
保
険
料
仮
決
定
通
知
書
を
送

付
し
ま
し
た
。

　

今
年
３
月
に
介
護
保
険
第
１
号
被

保
険
者
の
資
格
を
取
得
し
た
人
（
昭

和
29
年
３
月
２
日
〜
４
月
１
日
生
ま

れ
の
人
、
今
年
３
月
に
転
入
し
た
65

歳
以
上
の
人
）
に
は
、
平
成
30
年
度

分
の
保
険
料
納
入
通
知
書
な
ど
も
送

付
し
て
い
ま
す
の
で
、
注
意
し
て
く

だ
さ
い
。

【
コ
ン
ビ
ニ
で
納
付
で
き
ま
す
】

　

納
付
書
は
、
コ
ン
ビ
ニ
で
の
納
付

も
可
能
で
す
。
納
付
で
き
る
店
舗
に

つ
い
て
は
、
納
付
書
裏
面
を
ご
覧
く

だ
さ
い
。

【
口
座
振
替
の
ご
利
用
を
】

　

毎
月
25
日
（
金
融
機
関
休
業
日
の

場
合
は
翌
営
業
日
）
に
、
指
定
の
口

座
か
ら
保
険
料
を
振
り
替
え
ま
す
。

■
特
別
徴
収

　

特
別
徴
収
（
年
金
か
ら
徴
収
）
で

お
む
つ
を
使
用
す
る
高
齢
者
に

ご
み
袋
を
給
付
し
ま
す

　

対
象
者
に
市
指
定
の
ご
み
袋
を
給

付
し
ま
す
。
希
望
す
る
対
象
者
は
申

し
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

対
象　

要
支
援
・
要
介
護
の
介
護
認

定
を
受
け
、
在
宅
で
終
日
お
む
つ
を

使
用
し
て
い
る
人

※
生
活
保
護
受
給
者
を
除
く

申
込
・
問
合
先　

介
護
保
険
課

高
齢
者
介
護
用
品
の

現
物
支
給
制
度

　

在
宅
で
常
時
お
む
つ
を
使
用
し
て

い
る
高
齢
者
と
そ
の
家
族
を
支
援
す

る
た
め
、
紙
お
む
つ
を
現
物
支
給
し

ま
す
。

対
象

●
要
介
護
２
〜
５
で
あ
る

●
在
宅
で
常
時
紙
お
む
つ
を
使
用
し

て
い
る

●
お
む
つ
の
使
用
が
必
要
で
あ
る

（
担
当
ケ
ア
マ
ネ
ま
た
は
主
治
医
が
必

要
と
認
め
る
人
）

●
生
計
中
心
者
が
市
府
民
税
均
等
割

以
下
の
世
帯
に
属
し
て
い
る

※
生
活
保
護
受
給
者
は
対
象
外

給
付
内
容　

１
人
月
額
６
，
０
０
０

円
（
要
介
護
２
の
人
は
３
，
０
０
０

円
）
を
上
限
と
し
、
委
託
業
者
が
毎

月
自
宅
へ
配
達
し
ま
す
。

申
込
・
問
合
先　

地
域
共
生
推
進
課

納
付
し
て
い
る
人
は
、
４
月
・
６
月

に
２
月
の
納
付
保
険
料
額
と
同
額
を

徴
収
し
ま
す
。

　

新
た
に
特
別
徴
収
が
開
始
さ
れ
る

人
に
は
、
特
別
徴
収
開
始
通
知
書
を

送
付
し
ま
す
の
で
、
開
始
月
や
保
険

料
額
な
ど
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

■
平
成
31
年
度
の
介
護
保
険
料
は

７
月
に
決
定
し
ま
す

　

平
成
31
年
度
の
確
定
し
た
保
険
料

額
は
、
被
保
険
者
本
人
の
平
成
30
年

中
の
合
計
所
得
額
な
ど
を
も
と
に
７

月
に
決
定
し
通
知
し
ま
す
。
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